
等

　労働者が、業務または通勤が原因となっ
た負傷や疾病による療養のため労働するこ
とができず、そのために賃金を受けていな
いとき、その第4日目から休業補償給付（業
務災害の場合）、複数事業労働者休業給付
（複数業務要因災害の場合）または休業給
付（通勤災害の場合）が支給されます。

等

・単一事業労働者（一の事業場のみに使用されている労働者）の場合
   休業補償給付、休業給付＝（給付基礎日額の 60％）×休業日数
   休業特別支給金＝（給付基礎日額の 20％）×休業日数

・複数事業労働者（事業主が同一でない複数の事業場に同時に使用されている労働者）の場合
   休業（補償）等給付＝（複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の60％）×休業日数
   休業特別支給金＝（複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の20％）×休業日数

　なお、休業の初日から第 3日目までを待期期間といい、この間は業務災害の場合、事業主が労働
基準法の規定に基づく休業補償（1日につき平均賃金の 60%）を行うこととなります。ただし、複数
業務要因災害・通勤災害の場合には、事業主の補償責任についての法令上の規定はありません。



　なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に
相当する額を合算した額となります。
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（通勤）上の負傷および疾病による療養の
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･複数事業労働者休業給付

複数事業労働者の場合
様式第 8号または様式第 16 号の 6で記入
した事業場以外の事業場についての別紙 1
から別紙3


